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　農林水産省（新型コロナウイルス対策に関する農林水産省対策本部）は、「畜産事業者に新型コロナウ

イルス感染者が発生した時の対応及び事業継続に関する基本的ガイドライン」を定め、１ 予防対策の徹

底、２ 患者発生時の対応、３ 施設設備等の消毒の実施、４ 業務の継続 についてのポイントを示していま

す。 （この資料は、後段で紹介しますが、農林水産省のホームページにも掲載されています。）

新型コロナウイルス対策

政府が緊急経済対策を決定

4月  7日

4月16日

3月24日

　（新型コロナウイルス感染症に係る主な経緯）

安倍首相が全国的なイベントの２週間自粛を要請

　　　　　　　　　　　　　　　　（3月10日には、10日間の延長を要請）

安倍首相が小・中・高校の春休みまでの休校を要請

WHOがパンデミック（世界的大流行）を表明

2月27日

3月11日

2月26日

安倍首相が緊急事態宣言の対象地を全都道府県に拡大を発令

  ・一般社団法人 全日本畜産経営者協会（全日畜）

  ・協同組合 日本飼料工業会（工業会）

・一般社団法人 全日本配合飼料価格畜産安定基金（全日基）

・一般社団法人 都道府県配合飼料価格安定基金協会（〇〇県基金協会）

（文中での団体の略称標記について）

（外出自粛要請　5月6日まで）

緊急経済対策（命を守り、生活を守る）

　新型コロナウイルス感染症拡大に伴う経済的影響は、地域・業種・規模を問わず、実体経済、地域経済

の現場に直接収入減をもたらす。令和２年度予算に加えて新たな経済支援が求められている。

　（畜産関係者から聞こえる声）

　技能実習生の生産現場への受入れ見通しが立たない（労働力確保）

　国内人材も含めた人手不足解消の推進を（労働力確保）

　経営継続への支援を（返済猶予、減免措置、納税猶予等）

　インバウンド需要の低下への対策を（需要喚起対策）

　需要喚起対策では解消できない過剰在庫等の物流対策を（物流停滞の解消対策）

　畜産経営の収益性悪化による経営の継続が不安（経営安定に向けた対策）　　　等々

　誰もが想像しえなった見えない敵「新型コロナウイルス感染」。この危機をどう乗り越えていくのか、

「日本型の感染症対策」がはじまった。一刻でも早い終息を願い、毅然とこの危機と対峙したい。

緊急事態宣言を発令

東京五輪・パラリンピックの開催延期が決定

安倍首相が東京・大阪など７都府県に緊急事態宣言を発令

（外出自粛要請　5月6日まで）

新型コロナウイルス感染症が猛威を振るい、

社会に大きな影響を及ぼす中 「令和２年度」がスタート。

全日畜だより
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　最終年度に、２年間の調査結果を基に、災害時と災害後の対応方法をとりまとめた「畜産経営

危機管理マニュアル」を作成し普及啓発を図ります。　　　　　　（下図、事業概念図を参照）

事業の

概要等

 令和２年度の主要事業が決定

新たに「自然災害に強い畜産経営の実現調査事業」を実施

「養豚農業実態調査事業」　ALIC事業（R２年度）

「畜産経営雇用促進調査事業」　JRA事業（R元からR２年度）

「自然災害に強い畜産経営の実現調査事業」　JRA事業（R２～R３年度）

　畜産の生産現場で緊急性の高い「畜産経営における安定した雇用確保」がテーマ。地域で開催する３回

のワークショップで生産者の皆さんと意見交換、都内では全国の生産者が参加するセミナーを開催、２年

間の調査結果を基に雇用対策指針を作成します。

　養豚の主産地の中から４県を抽出して実態調査を実施。生産者へのアンケートによる実態調査の実施、

４県で開催するワークショプでの生産者との意見交換の実施、４県から各１事例を抽出しての優良事例調

査の実施が事業内容。商系の養豚経営の実態を調査します。

　今年度新たに採択された事業です。２年間の事業です。

　近年自然災害が多発し（台風15号、台風19号等）畜産経営に多大な被害を与え持続的な畜産

経営にとって大きな課題となっています。事前の対応、災害時の対応、経営再開を考えます。
背景等

　全国の全畜種の生産者の皆さんにご協力いただき、500名規模のアンケート調査を実施。自然

災害等の体験、対応、経営再開等について実態を調査します。

　全国で生産者が参加するワークショップを開催し、事例発表をもとに会場で意見交換を実施。

最終年度には調査結果を基に都内で全国の生産者の代表を招集してセミナーを開催します。

  ・協同組合 日本飼料工業会（工業会） ・一般社団法人 都道府県配合飼料価格安定基金協会（〇〇県基金協会）

（文中での団体の略称標記について）

  ・一般社団法人 全日本畜産経営者協会（全日畜） ・一般社団法人 全日本配合飼料価格畜産安定基金（全日基）



 　 　 　

  

 

  

 

  

 

 

（文中での団体の略称標記について）

  ・一般社団法人 全日本畜産経営者協会（全日畜） ・一般社団法人 全日本配合飼料価格畜産安定基金（全日基）

  ・協同組合 日本飼料工業会（工業会） ・一般社団法人 都道府県配合飼料価格安定基金協会（〇〇県基金協会）



 　 　 　

  

 

  

 

  

 

 

（文中での団体の略称標記について）

  ・一般社団法人 全日本畜産経営者協会（全日畜） ・一般社団法人 全日本配合飼料価格畜産安定基金（全日基）
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（文中での団体の略称標記について）

  ・一般社団法人 全日本畜産経営者協会（全日畜） ・一般社団法人 全日本配合飼料価格畜産安定基金（全日基）

  ・協同組合 日本飼料工業会（工業会） ・一般社団法人 都道府県配合飼料価格安定基金協会（〇〇県基金協会）



 　 　 　

  

 

  

 

  

 

 

（文中での団体の略称標記について）

  ・一般社団法人 全日本畜産経営者協会（全日畜） ・一般社団法人 全日本配合飼料価格畜産安定基金（全日基）

  ・協同組合 日本飼料工業会（工業会） ・一般社団法人 都道府県配合飼料価格安定基金協会（〇〇県基金協会）



 　 　 　

  

 

  

 

  

 

 

（文中での団体の略称標記について）

  ・一般社団法人 全日本畜産経営者協会（全日畜） ・一般社団法人 全日本配合飼料価格畜産安定基金（全日基）

  ・協同組合 日本飼料工業会（工業会） ・一般社団法人 都道府県配合飼料価格安定基金協会（〇〇県基金協会）



 　 　 　

  

 

  

 

  

 

 

（文中での団体の略称標記について）

  ・一般社団法人 全日本畜産経営者協会（全日畜） ・一般社団法人 全日本配合飼料価格畜産安定基金（全日基）

  ・協同組合 日本飼料工業会（工業会） ・一般社団法人 都道府県配合飼料価格安定基金協会（〇〇県基金協会）



 　 　 　

  

 

  

 

  

 

 

（文中での団体の略称標記について）

  ・一般社団法人 全日本畜産経営者協会（全日畜） ・一般社団法人 全日本配合飼料価格畜産安定基金（全日基）

  ・協同組合 日本飼料工業会（工業会） ・一般社団法人 都道府県配合飼料価格安定基金協会（〇〇県基金協会）



 　 　 　

  

 

  

 

  

 

 

（文中での団体の略称標記について）

  ・一般社団法人 全日本畜産経営者協会（全日畜） ・一般社団法人 全日本配合飼料価格畜産安定基金（全日基）

  ・協同組合 日本飼料工業会（工業会） ・一般社団法人 都道府県配合飼料価格安定基金協会（〇〇県基金協会）


